
町　　　税…町民税、固定資産税、軽自動車税、都市計画税など	
繰 入 金…一般会計と特別会計、基金などの会計間でやりとりするお金
地方譲与税・地方消費税交付金等
　　　　　…町の人口などさまざまな基準に応じて交付されるお金
地方交付税…地方公共団体が等しく事業をできるよう一定の基準で国から 
　　　　　　交付されるお金	
国・県支出金……特定の事業の経費に充てるよう国と県から交付されるお金
町　　　債…大きな事業や公共施設等を建てる時に町が借りるお金で、
　　　　　　世代間の公平な負担と単年度の財政負担を複数年に均す
　　　　　　役割がある

総務費…税務・戸籍・選挙事務・庁舎管理などにかかるお金
民生費…高齢者や障がい者、児童福祉などにかかるお金
衛生費…健康診断やゴミの処理などにかかるお金	
土木費…道路や橋、公園の建設や維持管理にかかるお金
消防費…消防や防災にかかるお金
教育費…学校教育や生涯学習にかかるお金	
公債費…町債を返済するためのお金

歳 入 歳 出

主な用語の説明
【義務的経費】
　人件費は、職員数および給与改定に伴う増額から２億5,437万円の増額です。社会保障に係る経費である扶助費は障
害者自立支援給付費などの増額から2,296万円の増額となりました。公債費は、平成27年度事業にかかるものおよび
臨時財政対策債の償還終了により、8年連続で減額となっています。義務的経費は予算全体の約34.4％で昨年度より増
加しています。

【投資的経費】
　投資的経費のうち普通建設事業費は、小中学校のエアコン設置工事等の新規事業はあるものの、７年度に実施した
源平橋補修工事の皆減や、東原西軽井沢線工事の減額などから5,783万円の減額となりました。

【その他の経費】
　全体的な物価高騰の影響による増額のほか、物件費は、書かない窓口関連事業や小学校のGIGAスクール端末更新な
どから6,897万円の増額となりました。

区　分 8年度予算額 構成比
（％） 7年度予算額 対前年度

増減額 増減率（％）
義
務
的
経
費

人件費 19億5,675万円 19.8 17億238万円 2億5,437万円 14.9
扶助費 8億6,283万円 8.7 8億3,987万円 2,296万円 2.7
公債費 5億7,414万円 5.8 5億9,098万円 △1,684万円 △ 2.8

小　計 33億9,372万円 34.4 31億3,323万円 2億6,049万円 8.3
投
資
的
経
費

普通建設事業費 16億3,322万円 16.6 16億9,105万円 △5,783万円 △ 3.4
災害復旧事業費 682万円 0.1 860万円 △178万円 △ 20.7

小　計 16億4,004万円 16.6 16億9,965万円 △5,961万円 △ 3.5

そ
の
他
の
経
費

物件費 20億6,498万円 20.9 19億9,601万円 6,897万円 3.5
維持補修費 1億559万円 1.1 1億652万円 △93万円 △ 0.9
補助費等 14億925万円 14.3 14億1,891万円 △966万円 △ 0.7
積立金 3億4,590万円 3.5 3億3,115万円 1,475万円 4.5
繰出金 8億8万円 8.1 7億5,723万円 4,285万円 5.7
予備費 1億397万円 1.1 9,918万円 479万円 4.8

小　計 48億2,977万円 49.0 47億900万円 1億2,077万円 2.6
合　計 98億6,353万円 100.0 95億4,188万円 3億2,165万円 3.4

歳出予算性質別集計表
性質別で予算を見ることによって、どんなものにお金が使用されているかが分かります。

企画財政課財政係（32）3112問い合わせ先

※端数処理の都合上、構成比が100%とならない場合があります。

歳 入 歳 出
町債
9億3,990万円（9.5％）

町税
28億9,310万円
（29.3％） 分担金および負担金

5,955万円（0.6％）

使用料
および手数料
8,778万円（0.9％）
財産収入
5,730万円（0.6％）

寄付金
6億5,331万円（6.6％）

繰入金
6億6,708万円（6.8％）

繰越金
1億5,000万円
（1.5％）

地方譲与税・
地方消費税交付金等
6億2,688万円
（6.4％）

地方交付税 
17億3,573万円
（17.6％）

国・県支出金
18億4,138万円
（18.7％）

諸収入
1億5,152万円

（1.5％）

予備費等
1億398万円
（1.1％） 議会費

9,747万円
（1.0％）

衛生費
5億8,717万円
（6.0%）

労働費
60万円（0.0％）

商工費
2億457万円
（2.1％）

消防費
3億9,901万円

（4.0％）

総務費
19億7,406万円
（20.0%）

民生費
30億2,674万円
（30.7%）

土木費
13億5,690万円
（13.8％）

農林水産業費
2億4,916万円

（2.5％）

災害復旧費
682万円（0.1％）

公債費
5億7,413万円
（5.8％）

教育費
12億8,292万円

（13.0％）

一般会計予算総額 98億6,353万円
前年度当初比  3億2,165万円（3.4％）の増

令和8年度 当初予算をお知らせします

清潔で心地良い育ちの場を整備清潔で心地良い育ちの場を整備
「書かない窓口」で住民に優しく「書かない窓口」で住民に優しく

令和８年度御代田町一般会計予算は総額98億6,353万円で、前年度比３億2,165万円、3.4％の増額となり
過去最大の予算となりました。
　小中学校や消防団詰所へのエアコン設置をはじめ、新たに農業分野への猛暑対策・環境対策の施策や、役場
窓口手続の利用者負担を軽減する取り組みにも着手します。
　生活インフラ関係では、都市計画道路東原西軽井沢線が一部開通となる見込みです。また、気候変動による
大雨災害の激甚化に備えてアンダーパス冠水センサーを設置します。
　子育て施策では、子育て支援センター業務の本格稼働とともに、施設整備や保育園・幼稚園等の労働環境に
フォーカスした支援を実施します。
　また、新社会体育施設建設に向けた設計業務に着手するなど、未来に向けたインフラ整備に投資します。
　各補助金や有利な交付税措置のある緊急防災・減災事業債等を最大限に活用し、財政の持続可能性を確保し
ています。
　歳入については、町税で２億1,383万円（8.0％）の増額となったほか、地方交付税で１億787万円（6.6％）の
増額、国庫支出金では、東原西軽井沢線工事費の減額や、システム標準化事業について、一部のシステム改修
等を残すのみとなり、令和８年度で完了することによる減額などから２億4,634万円（17.4％）の減額となりま
した。町債については、南北小学校体育館・中学校武道場へのエアコン設置工事などから8,380万円（9.8％）の
増額となりました。
　歳出については、全体的に人件費および物価高騰の影響があります。総務費は8,688万円（4.6％）の増額
で、書かない窓口関連事業5,473万円等によります。民生費は３億3,376万円（12.4％）の増額で、やまゆり保
育園および雪窓保育園のトイレ改修工事等8,265万円、小規模多機能型居宅介護事業所の整備に対する補助金
5,082万円などによります。
　土木費は東原西軽井沢線道路整備に係る工事費の減額などにより３億8,886万円（22.3％）の減額です。教
育費は３億7,405万円（41.2％）の増額で、南北小学校体育館および中学校武道場への冷房設備設置事業３億
1,062万円、新社会体育施設測量設計委託等１億395万円などによります。公債費については、公共事業等債
や臨時財政対策債の償還が終了してきていることなどから1,684万円（2.9％）の減額となりました。
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